
令和５年度 新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金（効果検証等）

始期 終期
うち交付
金充当額

1、2 低所得世帯生活支援給付金【低所得者世帯給付金】 　新型コロナウイルス等の影響による物価高騰の
影響を強く受ける令和５年度住民税非課税世帯に
対し、給付金を支給することで、経済負担の軽減
を図る。

【実施内容】
　対象者：R5住民税非課税世帯
　給付金：１世帯あたり30,000円
　経　費：給付金及び事務費

R5.7 R6.1 107,534,923 107,534,923 　物価高騰の影響を強く受ける低所得世帯に対
し、給付金を支給することで、経済負担の軽減を
図ることができた。

　給付費：104,670,000円（3,489世帯）
　事務費：　2,864,923円

　※R5住民税均等割のみ課税世帯及び住民税課税者の被扶
　　養者のみで構成する世帯への給付金は、物価高騰対応
　　重点支援地方創生臨時交付金で対応。

２　効果的であった

3、6 低所得世帯生活支援給付金
※R5住民税均等割のみ課税世帯分

7 水道基本料金減免事業 　コロナ禍において、エネルギーや食料品価格等
の物価高騰の影響を受けている町民生活を支援す
るため、一般家庭及び事業所等（官公庁を除く）
を対象にR5.10月～R6.2月までの水道基本料金を
減免

【実施内容】
　・５か月間の水道基本料金の減免
　・減免に必要なシステムの改修

R5.11 R6.3 39,505,680 39,505,680 　物価高騰の影響を受ける町民や事業者の水道基
本料金を減免することで、経済負担の軽減が図れ
た。また、水道基本料金を対象としたことで、幅
広く多くの方に支援を届けることができた。

　減免額：38,911,680円（のべ40,584件）
　改修費：　 594,000円

２　効果的であった

8 学校給食費無償化事業 　本町の小中学校で提供している学校給食につい
ては、これまで給食食材費に相当する額の負担を
児童生徒の保護者、教職員等に求めてきたが、保
護者の経済的負担の軽減による子育て支援を目的
として、町内の小中学校の児童生徒の学校給食に
係る保護者負担を求めないこととした。

　対象経費：給食費

R5.4 R6.3 69,954,203 43,377,320 　児童生徒に係る学校給食費の無償化を実施した
ことにより、子育て世代の経済的負担軽減を図
り、子育てに優しい街づくりに寄与することがで
きた。

　対象者数：小学校生 603名
　　　　　　中学校生 287名

２　効果的であった

9 子ども・子育て支援交付金 　窪川地域子育て支援センターの一時預かり事業
において、職員や利用者に新型コロナウイルスの
感染者や濃厚接触者等が発生した場合に、職員が
感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実
施していく目的で、職場環境の復旧・環境整備に
必要な消毒清掃用品等を購入した。

　対象経費：消耗品費

R5.4 R6.3 44,684 16,358 　消毒清掃用品等を整備することにより新型コロ
ナ感染拡大防止の一助になった。また、環境整備
に努めたことで利用者の安心・安全を確保するこ
とができた。

２　効果的であった

10 保育対策事業費補助金 　町内全１１か所の保育所すべてに新型コロナウ
イルス感染症対策として、消毒衛生用品等を購入
した。手指消毒液、ペーパータオル、ゴム手袋、
マスク等を整備した。

　対象経費：消耗品費

R6.3 R6.3 532,642 268,642 　消毒衛生用品等を整備することにより新型コロ
ナ感染拡大防止の一助になった。テーブルや椅
子、おもちゃ等子どもたちがよく触る箇所の消毒
作業をこまめに実施し、感染拡大の防止を図るこ
とができたとともに、子どもの安心・安全な保育
環境の確保につながった。

２　効果的であった

※「事業№」は、令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画における事業№です。（欠番あり） 交付金充当額の計 190,702,923

評価
事業期間

事業の概要交付対象事業の名称計画№ 事業費
（単位：円）

実績及び効果検証

未実施（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金での対応に変更）
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